






Ⅰ 第513条と手形授受（A 更改の定義／B 平成16年改正の意味）












































































































LESCOT (Pierre),De l’influence de l’e?mission ou de l’endossement d’une lettre
 
de change sur l’obligation pre?existante du de?biteur cambiaire, in Annales de
 



















































tave), Projet de Code civil pour l’Empire du Japon accompagne? d’un com-
mentaire par M.Gve BOISSONADE,2e?me e?dition,tome2e Droits personnels et
 
obligations, 1883.)。Art. 511. La novation, ou changement d’une premie?re
 
obligation en une nouvelle obligation,a lieu de quatre manie?res:/1-Lorsque
 
les parties conviennent d’un nouvel objet de l’obligation substitu au premier;/
2-Lorsque,l’objet re?stant le me?me,les parties conviennent qu’il sera d’un autre
 
titre ou par une autre cause;/3-Lorsqu’un nouveau de?biteur prend la place de
 























（10) Art.1271.La novation s’ope?re de trois manie?res:/1°Lorsque le de?biteur
 
contracte envers son cre?ancier une nouvelle dette qui est substitue?e a?l’ancienne,
laquelle est e?teinte;/2°Lorsqu’un nouveau de?biteur est substitue?a?l’ancien qui
 
est de?charge?par le cre?ancier;/3°Lorsque,par l’effet d’un nouvel engagement,















































































































































































































































［９］承前 更改の objetと causeについて この問題を解明するため
には、財494に関する BOISSONADEの見解を確認しておくことが有益
















（27) Art.516.La novation est nulle et la nouvelle obligation ne se forme pas,si
 
la premie?re n’existait pas le?galement,a?l’origine,ou avait e?te?annule?e pour une
 
des causes que la loi autorise;/De me?me,la premie?re obligation subsiste,si la
 
nouvelle ne re?unit pas les conditions le?gales d’existence et de validite?;...
（28) Art. 516に関する記述に次のような部分がある（BOISSONADE (Gustave),
Projet de Code civil pour l’Empire du Japon accompagne?d’un commentaire par
 










































LACANTNERIE (G.)et BARDE,Traite?the?orique et pratique de droit civil,














-LAC.op.cit.,no1712.に挙示されたARTHUR,Toute substitution d’une dette
 
une autre consititue-t-elle une novation?,A propos de l’art.1278,Revue critique
 
















































(Marie-The?re?se), Compte-courant, Juris-Classeur Banque -Cre?dit -Bourse,
Fasc. 210, 2001.交互計算組入の性質が何であるかを説く部分で言及され、必ずし
も手形授受そのものを語っているのではないということは留保する必要はあるが、
そのような概念があるということは重要である。この考え方は手形授受の場面にも
用いることができるのではなかろうか（ちなみにMAZEAUD (Denis）は同じ組
入について causeの交替する更改であるとの見解を採っている）。
（34) 前述、大審院の判例が既存債務履行に代えてする手形授受を第513条第１項に
基礎付けて更改としたが、この理解による手形授受がここにいう書面の交替の場面
に該当する。大判明治38年７月８日民録11輯1111頁は、「手形ハ他ノ證書ノ如ク特
ニ債務ノ存在ヲ證明スル具タルニ止マラス債務ノ成立ニ欠クヘカラサル要素タルコ
ト多言ヲ俟タス」と述べて手形債務を他の債務に変更することを更改としており、
大判明治38年９月30日民録11輯1239頁は、約束手形の「切換」に関する事案におい
て、他の債務を手形債務に変更する場合にはこれもまた更改であるとする。「仍テ
按スルニ手形債權ハ手形ニ因リテ存在スル債務ニシテ手形ハ他ノ證書ノ如ク唯ニ債
務ノ存在ヲ證明スルノ具タルニ止マラス債務ノ成立ニ缺クヘカラサル要素ナルカユ
ヘニ手形債務ヲ他ノ債務ニ變更スルトキハ債務ノ要素ニ変更アリテ更改ノ成立スル
モノナルコトハ民法第五百十三條ノ法意トシテ本院ノ判例トスル所ナリ（明治三十
八年（オ）第一六一号同年七月八日言渡判例）然リ而シテ他ノ債務ヲ手形債務ニ變
更シ若クハ手形債務ヲ他ノ手形債務ニ變更スルハ手形債務ヲ他ノ債務ニ變更スルト
其要素ニ變更アル点ニ於テ何等異ナル所ナキヲ以テ此場合ニ於テモ亦更改ノ成立ス
ルモノト爲スヘキハ當然ニシテ債務金額ニ変更アルカ如キ場合ハ勿論ナリトス…」
（35) 署名・交付を経た（あるいは裏書も経た）手形の記載事項を、すべての手形当
事者（すべての署名者および所持人）の同意を得て変更するが、新たな証券を作成
するのではなく一部の記載事項（多くの場合は確定日払手形の満期であろう）に限
早法85巻３号（2010）596
［11］手形授受による更改の効果 最後に、手形授受による更改の効果
について言及しておこう。抗弁に関していえば、民125により、取消権は
消滅する。しかし、解釈論としては、錯誤無効のような取消的な無効の援
用権も、係争利益の当事者による処分を許された「取消的」無効であると
すると、かかる無効主張の権利も消滅すると解するべきではあるまいか。
しかしこれに対して公序無効のほうは消滅する抗弁に含めるべきではなか
ろう（前述不法原因給付の原理の適用の問題）。また、担保権に関しては既
述の通り、民518により、当事者の合意で新債権の担保に移転することが
できる。このように更改と代物弁済とは効果が決定的に異なる制度であ
り、いずれが当事者の意思に近いかを基準に契約解釈を行うというのが処
理として最も妥当であろうと思う。その結果、当事者が失う権利の範囲が
相対的には狭い更改が推定されることになるのであるが、そのことは、手
形による代物弁済ができないという意味ではない。
り、二重線等で抹消し、訂正印を押捺せしめるという態様を採る場合を手形の訂正
という。旧手形を一旦破棄して訂正項目以外の記載事項が同一の新手形を作成しこ
れに同じ署名者に手形行為をなさしめても同じことであるが、これが更改または代
物弁済に該当しない場合、訂正前と訂正後とで両者の手形は法的に同一の権利と解
するならば、担保権も抗弁権（取消権―民125）も消滅せずに承継される。新手形
を交付した場合には訂正の事実は外形上明らかにならないので、これが訂正後の手
形だということを証拠弁論のなかで主張する者において、事実上の立証の必要性は
ある。支払延期手形の書換は、金額・債務者を変更しない限り、他の要件を変更し
ても更改とならないとした大判大正４・10・26民録21輯1775頁、大判大正９・３・
24新聞1689号21頁民録26輯392頁は、これを訂正として扱う趣旨であろうか。手形
書換で更改が成立するか否かは当事者の合意の問題であり、単に手形金額に変更が
あっただけでは当然更改があったものということはできない旨を示した大判大正
12・６・13民集２巻401頁、手形の書換は、更改の意思でなされたことが明らかで
ない限り、支払延期の手段としてなされたものと推定されることを示した大判昭和
２・３・３新聞2669号13頁。
客観的更改（柴崎) 597
おわりに
［12］改正提案の影響 改正検討委員会の提案は、以上のような現行法
理解を、基本的には妨げないものと思われるが、提案がもたらす有因主義
の復活という点が、少なからず更改と手形との関係に影響を与えるものと
考えられる。更改は更改契約という有因の諾成契約によってのみ可能であ
るとの狭隘な概念を採用してしまうと、既存債務の履行に代えてする手形
授受の場面はすべて代物弁済と解されねばならないことになるが、そのよ
うな硬直的解釈は、当事者の合理的な期待を超える効果を押し付けること
になる（かといって代物弁済説に固執した上で具体的な不合理を是正するため
にその都度便宜的に更改の規定を類推するという手法は、法理論を混濁させる
ものであって採用すべきではない）。要式行為によって新債務を生じる更改
の類型を認めるべきではなかろうか。仮にこの点を認めたとしても、さら
に、有因性の問題だけは、手形行為の性質との間において―少なくとも従
前の手形行為観に拠る限りは―調和することが難しい。これに解を与える
には、挙証抽象性の
(36)
概念を援用し、原因関係欠缺の抗弁が対抗されている
関係にある手形債務はそうでない場合と比べて性質が異なる法律関係であ
るといった説明をする以外にはなかろう。そのような手形行為の観念を認
めることが日本私法で可能なのであろうか。今後の検討に譲りたい。
（36) 柴崎・前掲書133-141頁。
早法85巻３号（2010）598
